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エンタメ・クリエイティブ産業 は、世界的にも中長期的な成長が見込まれる産業であり、特にコンテンツ産業に目を向
けると、世界のコンテンツ市場は2018年の120兆円※から、2027年に163兆円※まで成長するとの予測もあることに加
え、日本のコンテンツ産業の海外売上は2023年で約5.8兆円と、半導体産業や鉄鋼産業の輸出額に匹敵する規模であり、
以前より世界的な評価が高いアニメ、ゲーム、マンガのみならず、映画や音楽といった分野においても、世界的な評価を
得る作品やクリエイターも出てきている。また、同産業は関連産業への波及およびインバウンドの促進等による、地方活
性化にも寄与しているといえる。更に、作品等に触れる人々の心を豊かにし、創造性向上や健康、Well-Beingなど人的
資本への影響もあるなどの意義も存在している。

こうした観点を踏まえ、同産業を我が国の基幹産業として捉え、産業全体としての生産性・収益性を高め、新たなIPコ
ンテンツを創出し、グローバルマーケットの獲得に向けた競争力強化を官民が連携して戦略的に取り組むことが、同産業
が今後成長していくためには必要不可欠である。また、成長によって得られた収益を同産業の基盤とも言えるクリエイ
ターへ適切に還元するという好循環を実現し、業界に対して継続的に資本（人材・資金等）が供給される蓋然性を高める
ことも重要である。経済産業省においては、官民が連携した産業振興の推進のために2024年7月より、コンテンツ産業
全体の振興政策と、クールジャパン戦略に基づく同産業の海外展開・発信等の政策に関係する課室が文化創造産業課とし
て一体となり、関係する政策を一気通貫で実施していくための体制を構築したところである。

本研究会では、エンタメ・クリエイティブ産業振興の意義と、同産業を取り巻く現状や課題、特に同産業全体や産業分野
毎に注目すべき状況の変化（流通構造の変化や、デジタル化の進展に伴う制作環境の変化等）とこれに応じた新たなビジ
ネスモデル等について認識・共有をはかり、同産業の生産性を高め、成長産業として飛躍していくために注力すべき部分
を明らかにし、これを実現するための官民のアクションプランを取りまとめるとともに、クリエイターをはじめとした同
産業に従事する方々が誇りを持って働ける機運を醸成していくことを目的とした、「エンタメ・クリエイティブ産業戦
略」の中間とりまとめを策定する。

はじめに
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※1ドル＝128.4円で計算
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コンテンツ産業の世界市場・我が国輸出額規模の相場感

• 世界のコンテンツ市場の規模は、石油化学産業、半導体産業よりも大きい。

• 日本由来コンテンツの海外売上は、鉄鋼産業、半導体産業の輸出額に匹敵する規模。

コンテンツ産業の世界市場規模 我が国の産業の輸出額等の規模感比較
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（注）鉄鋼産業・石油化学産業・半導体産業については輸出額（注）2022年は1ドル＝128.4円で算出。
（出所）以下を基に作成。右図は、内閣府知的財産戦略推進事務局の資料より引用

鉄鋼  世界市場…株式会社グローバルインフォメーション「鉄鋼の市場規模、2027年に1兆9286億米ドル到達予測」 https://japan.zdnet.com/release/30847425/
         輸出額  …一般社団法人日本鉄鋼連盟 鉄鋼輸出入実績概況 https://www.jisf.or.jp/data/boeki/index.html
コンテンツ 世界市場…PwC グローバル エンタテイメント&メディアアウトルック2023-2027 (注)映画・ラジオ・ポッドキャスト・新聞・雑誌・本・映像配信・テレビ・ゲーム・eスポーツ・VR・モバイルAR・音楽を抽出

 輸出額  …株式会社ヒューマンメディア「日本と世界のメディア×コンテンツ市場データベース2024」※海外市場の売上
石油化学   世界市場…株式会社グローバルインフォメーション「石油化学製品の市場規模、2027年に7867億4000万米ドル到達予測」 https://japan.zdnet.com/release/30892496/

 輸出額  …石油化学工業協会への聞取り （石油化学製品の国別輸出額）
半導体      世界市場…WORLD SEMICONDUCTOR TRADE STATISTICS（世界半導体市場統計）

   輸出額   …財務省貿易統計（半導体等電子部品）
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日本の産業の海外売上額推移（2010年－2023年）

• コンテンツ産業の海外売上額は、他産業の海外輸出額と比較をし大きく伸びている。

22

自動車

（兆円）

出所：財務省「貿易統計」、ヒューマンメディア「日本と世界のメディア×コンテンツ市場データベース2023」 をもとに、一部推計して作成
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日本のエンタメ・クリエイティブ産業の海外売上・海外収入額①（2010年-2022年）

• 海外売上は、コンテンツ全体で増加。一方、映像や出版は国内市場規模に比して小さいなど、分野に
よって濃淡が存在（音楽についてはデータが存在していないという課題もある）

• 海外売上のうちの収入額に着目すると、ゲームを除き、売上の多くは海外企業に流れているのが現状。

<海外売上>        ＜海外収入額＞        〈考察〉
2010年 2022年 2010年 2022年

200億円
※映画のみ

1,310億円

テレビを除く:1,080億円：

33億円
テレビを除く:非常に少ない

303億円

テレビを除く:216億円

2,867億円 1兆4,592億円 172億円 856億円

5,878億円 2兆7,780億円 4,115億円 ２兆4,655億円

1,200億円 3,200億円 120億円 256億円

ー ー － ー

5分野合計 1兆340億円 4兆6,882億円 4,458億円 2兆6,170億円

-倍

映像
(実写映画・テレビ・ビデオ・配信)

アニメ

ゲーム
（家庭用ゲーム〈ソフト販売・

オンライン〉、PC、スマホの合計）

出版

音楽

9.18倍

4.98倍

5.99倍

2.13倍

4.53倍 5.7倍

年平均
成長率

増減
（倍）

-％

13.4%

8.5％

出所）ヒューマンメディア「日本と世界のメディア×コンテンツ市場データベース2024」等より

◼ 海外売上は3.3倍程増加
➢ 成長度は大きいが、額は小規模

◼ 海外売上は5.1倍と最も大きく成長
➢ ゲームの次に輸出が多い分野
➢ 映像産業全体と比較すると、海外

売上は10倍以上

◼ 海外売上は4.7倍程増加
➢ 海外売上規模が最も大きく、海外

収入額との乖離も少ない分野

◼ 海外売上は2.7倍程増加
➢ 5分野のなかでは、成長率が最も

低い

14.3％

16.1％

17.2%

6.5％

20.3％

-％

-倍

5.09倍

4.73倍

2.67倍

14.5％

13.8％

17.0％

6.55倍

※海外出版社等からの
ライセンス収入

※海外出版社等からの
ライセンス収入
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日本のエンタメ・クリエイティブ産業の海外売上・海外収入額②（2010年-2022年）

• アートやファッション等の輸出額についても、この10年で大きく伸長。人口増加や途上国の
経済成長を取り込めている。また、インバウンドによる訪日消費額についても拡大。

ファッション

<海外売上>        〈考察〉
2010年 2022年

462億円 1,205億円

◼ 約2.5倍増加

➢ 世界では人口増加や途上国の経済発展などにより、
アパレル市場が拡大。日本の輸出額も成長

112億円 312億円

◼ 約2.8倍増加

➢ 世界のアートコレクターの間で、日本のアートへの関心
が高まっている傾向にある模様

578億円 844億円

◼ 約1.5倍増加

➢ 企業のブランディングが重視されるようになるなど、デザ
インへの関心増大

4,815億円 1兆2,743億円

◼ 約2.5倍増加

➢ 和牛や生わさび、果物など日本独自の品種の食べ物
が海外で評価され、高値で取引

45億円 13億円

◼ 約7割減少

➢ 生産の担い手の高齢化などにより、減少傾向と考えら
れる（推計値であることは要考慮）

6,012億円 1兆5,117億円

2.61倍

2.79倍

1.46倍

0.29倍

アート

デザイン

伝統的工芸品

年平均
成長率

増減
（倍）

8.3%

8.9%

3.2%

-10.5%

出所）ファッション：財務省「貿易統計」、アート：財務省「貿易統計」、文化庁「日本のアート産業に関する市場レポート」、デザイン：経済産業省「特定サービス産業実態調査」「経済構造実態調査」ジェトロ「日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査」を基
に推計、食：農林水産省「農林水産物・食品の輸出に関する統計情報」、伝統的工芸品：日本工芸産地協会「地域サプライチェーンと小規模事業者の関係 ～工芸業界の場合～」、経済産業省「東北の伝統的工芸品」、岩手県ふるさと振興部国際室
「当面の国際関連事業推進の指針」を基に推計

合計

※2021年分を推計

食
2.65倍

8.4%
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コンテンツ関連産業の国内市場規模

自産業市場
（マンガ、アニメ、実写映像、音楽、ゲーム）

13.1兆円
（2022年）

ライセンス利用市場
（キャラクター市場、公演・イベント 等）

関連産業市場
（PC機器、撮影・音響機器等）

17.3兆円

108.2兆円

*「ライセンス利用市場」および「関連産業市場」は、文化創造産業5分野の関連産業を検討の上、日本標準産業分類（令和5年7月告示）および令和3年度経済センサスー活動調査分類資料を参考に当該産業に該当する日本標準産業分類を選定し、
当該産業分類の売上等金額の足し上げにて算出。産業分類の選定は類推を含む場合がある。自産業市場と算出方法が異なるため、重複を含む可能性がある
カテゴリ「関連産業」数値は、該当する産業分類のうち、ライセンス利用産業に含まれないものの足し上げ。
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世界のコンテンツ市場規模

• 世界のコンテンツ市場は2018年から2027年までCAGR５％で成長すると予測されている。

世界コンテンツ市場の予測成長率（2018-2027）

出所）PwC グローバル エンタテイメント&メディアアウトルック2023-2027 https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/outlook.htmlより作成

（年）

予測（十億ドル）



11

エンタメ・クリエイティブ産業は地域活性化にとって一石三鳥

• クリエイティブ産業は、

①「制作拠点による効果」・・・地域（地方）での制作拠点の拡大による雇用への裨益や、

②「作品の聖地化による効果」・・・外国人のインバウンドによる海外からの収益、

③「フェスなどの開催による効果」・・・音楽フェス等の継続的なイベント開催による地域（地方）の

活性化

により、地域経済に対して一石三鳥の大きな便益をもたらす。

• こうした地域への便益に向けては、日本（地方含めた）で制作された作品の海外展開が進み市場を拡大

することが 重要でありそれが収益として国内に還元され、都市圏に集中しない制作環境や、生まれた

ファンの訪日につながる。

• 特にコンテンツの活用は地域において設備投資などの大規模な初期投資が不要であり、海外展開しヒッ

トした作品は、地域における観光につながりやすい。

制作拠点による効果

（例）株式会社セガ
札幌スタジオ

作品の聖地化による効果

【出典】https://www.kiminona.com/news/

フェスなどの開催による効果

（例）RISING SUN ROCK FESTIVAL 2018 in EZO（北海道）
経済波及効果 全国：102億円、地域：57億円

、経済効果.NET https://economicimpact.net/、尚美学園大学「ロックフェスティバルの経済効果と消費者行動フジロックを事例に」https://shobi-u.repo.nii.ac.jp/record/666/files/geijutsukiyou29_02ETOH.pdfより作成

（例）君の名は。（四谷須賀神社）
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エンタメ・クリエイティブ産業の「一大転換点」、なぜ今なのか

✓ 映像制作におけるAIやバーチャルプロダクションなどのデジタル技術は日進月歩であるが、制作工程の
変更などが必要であり、対応に遅れが生じる可能性。

✓ 生成AIの登場により、日本が優位性を持つ２次元アニメ、漫画などの分野においても、中長期的には低
下するおそれ。

デジタルプラットフォームの登場とコロナによる巣ごもり需要の変容

欧米に次いで、中韓が台頭

✓ デジタル化と配信プラットフォーマーの台頭やスマートフォン端末の広がりにより、
 海外マーケット全体にアプローチ可能となり、世界的な流通構造の一大変革に直面。

✓ エンタメ産業をコンテンツ×メディアと捉えて、エンタメ産業全体をアプローチ。

✓ クリエイターの人手不足が顕著化。就業環境は改善しつつも、一層の整備が課題に。

✓ デジタル化の進展とプラットフォームの登場により、欧米だけでなく、韓国（ドラマ、音楽、ウェブ
トゥーン）、中国（ゲーム）が世界市場における主要プレイヤーへ。国による積極的な支援も。

✓ 一方で、我が国は、原作の多様性に優位性はあるが、デジタル対応に遅れ。

デジタル技術への対応



13

【参考】我が国コンテンツ産業の売上ポテンシャル（海賊版被害額からの推計）イメージ

• 2022年時点での海賊版被害額から推計される、2033年の日本コンテンツの海外売上ポテン
シャルを国別・分野別に算出すると以下のとおり。

世界合計（日本除く）

アジア太平洋

欧州

北米

中南米

中国

ベトナム

フランス

アメリカ

ブラジル

中東アフリカ

合 計 映 像 出 版 音 楽※ ゲーム

13.0兆円～20.0兆円 4.3兆円～6.7兆円 0.9兆円～1.4兆円 0.03兆円～0.2兆円 7.6兆円～11.8兆円

4.8兆円～9.3兆円 1.6兆円～2.4兆円 0.15兆円～0.24兆円 0.02兆円～0.07兆円 3.0兆円～6.7兆円

1.7兆円～3.0兆円 0.6兆円～1.3兆円 0.2兆円～0.6兆円 15億円～43億円 0.8兆円～1.2兆円

2.0兆円～3.7兆円 0.5兆円～1.7兆円 0.09兆円～0.3兆円 103億円～116億円 1.4兆円～1.8兆円

0.4兆円～2.0兆円 0.2兆円～0.8兆円 0.02兆円～0.3兆円 26億円～426億円 0.2兆円～0.9兆円

2.5兆円～3.9兆円 0.8兆円～1.3兆円 0.2兆円～0.3兆円 72億円～299億円 1.4兆円～2.3兆円

1.6兆円～3.0兆円 0.5兆円～0.7兆円 0.04兆円～0.05兆円 12億円～202億円 1.1兆円～2.3兆円

0.04兆円～0.1兆円 0.01兆円～0.06兆円 14億円～166億円 0円～27億円 0.03兆円～0.05兆円

0.1兆円～0.3兆円 0.05兆円～0.1兆円 0.02兆円～0.05兆円 2億円～3億円 0.07兆円～0.1兆円

1.8兆円～3.4兆円 0.5兆円～1.5兆円 0.08兆円～0.3兆円 92億円～104億円 1.2兆円～1.6兆円

0.1兆円～0.7兆円 0.08兆円～0.3兆円 53億円～862億円 9億円～144億円 0.05兆円～0.3兆円

（出所）一般社団法人コンテンツ海外流通促進機構（CODA）による調査、総務省「放送コンテンツの海外展開に関する現状分析」（2022年度）、株式会社ヒューマンメディア「日本と世界のメディア×コンテンツ市場データベース2024 速報版」等より
推計

※音楽については現在の海外売上が不明のため、2033年時点における海外売上ポテンシャルはさらに大きくなるものと推測される。



２．エンタメ・クリエイティブ産業の海外展開等の振興に向けた
「８つの不足」を埋める「10分野100のアクション」
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エンタメ・クリエイティブ産業の海外展開等の振興に向けた
「８つの不足」を埋める「10分野100のアクション」

• コンテンツ産業の海外売上高20兆円（2033年）の目標達成等、エンタメ・クリエイティブ産業の振興

に向けては、「８つの不足」へ対応した「10分野100のアクション」を実施していくことが不可欠。

「８つの不足」

①海外で「魅せる」機会（リアルイベントが不足）

②国内で「魅せる」拠点（地方創生、代表的拠点等） 

③人材・制作能力（人材だけで無く、撮影制作能力も不足）

④新規技術・コンテンツの取込み（スタートアップ支援） 

⑤海外勢との戦略的提携（撮影誘致、共同製作、国家間）

⑥収益分配（制作会社、クリエイター人材等） 

⑦海賊版対策・正規版転換

⑧総合的な支援体制（まずは海外拠点支援）
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①海外で「魅せる」機会（リアルイベントが不足）

各業種別専門委員会における主な関連意見

音楽

• 資材費や人件費が年々高騰していることあわせ、渡航費が加わると海外公演の収支が非常に
厳しい。海外への挑戦が一部のアーティストのものになってしまわざるを得ない状況にある。

• ファンダム形成には、音楽フェス参加・単独ツアー、現地コラボ、SNS活用、ジャンルの選
択/選別などが必要である。また、楽曲ヒットからファンダムにつなげる流れは、現地でのPR
が重要である。

ゲーム

• 各日系エンタメ企業の足並みが揃っておらず、海外展示会への出展に向けて業界をまたいだ
協力体制が築けていない。中小ゲーム会社はアニメの展示会にまで出展することは非常に難
しい。

• 韓国の取り組みなどを参考に、日本もAll JAPANの体制を築いていくことに期待している。

漫画・書籍
• 海外展開においては、出版のみではなく、グッズ等の販売も重要である。書店やショッピン
グモール、ポップアップショップなど、デジタルのみではなく、リアルな商品を販売する場
の開発も重要。

「みる」スポーツ
• 海外展開において、現地での露出拡大（マス／デジタル／リアル）、それによる関心を醸成
といういわゆる「耕す」工程は、具体的リターンが見えづらく、投資的側面が大きくなり、
耐えきれないケースがある。
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②国内で「魅せる」拠点（地方創生、代表的拠点等） 

各業種別専門委員会における主な関連意見

アニメ
• 高度なスキルを持った人材が東京から出身地にUターンし、地方で人材を育成することができ
ることで、地方でのアニメ人材の育成が進む可能性も考えられる。

漫画・書籍
• 地域におけるIPを活用した取組を目的に、海外から業界の方の来日が増えている状況である。
地域での取組を継続的に実施するためには、産官学の協力のもと、取組を推進することが必
要である。

アート
• 日本には世界的にも非常に突出した芸術祭があり、非常に素晴らしい資産であるので、経済
界においてこの応援も検討していただきたい。

ファッション
• 日本の産地の素材は海外において高く評価されているので、国内においてデザイナーと産地
を連携させ海外へ発信していくことが重要である。

「みる」スポーツ
• 海外では、他の観客等と交流することを目的に来場している方も多く、スポーツは人と人を
つなげるハブであると言える。様々な方が共有できるスペース・会場となっているかが重要
であり、インバウンドの取り込みと並行し、地域の方々を取り込むことが重要である。
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③人材・制作能力（人材だけで無く、撮影制作能力も不足）

各業種別専門委員会における主な関連意見

音楽

• 人材の面では、海外で活躍が可能なプロデューサー‧ビジネスプランナーや、PR・パブリシス
ト人材、マーケティング人材などが不足しており、現地で戦略的な展開ができていない。

ゲーム
• グローバルビジネス人材が圧倒的に不足している。グローバル市場を俯瞰してIP戦略を立案で
きるビジネスプロデューサーや、映画製作等においてハリウッドと対等に交渉できるビジネス
プロデューサーの存在が不足しているため、各エンタメ領域をまたいだ人材の育成が必要。

アニメ

• 海外市場を拡大するには、配信、配給、商品化等において、現地で直接アプローチするための
グローバル人材の育成と獲得が必要である。さらに、クリエイター人材や事業拡大を俯瞰でみ
ることのできるプロデューサー、ビジネスを支えるベースとなる企画を理解しながらアニメ制
作の高度な現場管理が可能なアニメスタジオプロデューサーに加え、3DCG・撮影技法などの
技術人材の育成も重要である。

映画・映像
• 撮影所の維持には非常にコストがかかるため、映像生産の工場である撮影所は資金不足である。

アート
• 日本には優れたアーティスト、多数の美術館、ギャラリーが存在しているが、世界の文脈と共
通するものを展示する、所有する、そのような作家を育てるという観点を持つことが必要であ
る。

ファッション
• 日本のブランドは、デザイナーが経営も実施しているケースが多く、ブランドとしては伸び代
がありながらも倒産しているケースが多い。ファッションビジネス人材は、ブランドにとって
必要不可欠な存在である。
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④新規技術・コンテンツの取込み（スタートアップ支援） 

各業種別専門委員会における主な関連意見

漫画・書籍
• 迅速な海外展開については、AI翻訳ツールが欠かせないが、各事業者がそれぞれの仕様で
ツール開発を進めているため、それぞれに応じた協力や支援があることが望ましい。

書店
• 書店ではRFIDタグの普及により、棚卸の効率化、返品率の低下に取り組むことが肝要である。
加えて、キャッシュレス決済に係る負担軽減についても検討が必要であると思われる。

映画・映像
• バーチャルプロダクションを活用した制作に対する支援や人材育成へのサポートが必要であ
る。また技術開発コストが高騰し、開発コストがかかるため、映像技術開発事業への資金的
な援助が望まれる。

デザイン
• デザインとコンテンツの融合は重要である。単なるライセンス利用ではなく、製品価値を高
められるようなデザインディレクションを経た製品をメーカー・ライセンサー・デザイナー
の協業で生み出すことができれば望ましい。

アート
• 日本のメディアアートの海外展開を促進し、アート×テックでコンテンツ産業の底上げを図る
ことには、非常に大きな可能性があると考えられる。メディアアートを入り口にして日本の
優れたアートや、海外で人気の日本のIPの国際展開の加速をさせる可能性も考えられる。

ファッション

• 日本の「ファッションIP」がアジアでは人気を博していることから、ファッションブランド
自体のIPを洋服以外の形で活用するビジネスについて、啓蒙、挑戦することが重要である。

• プロモーションやサプライチェーンにおいてクリエイティブ・プロセスを加速させ、アジア
や世界で競争力を持つためには、先端技術の導入は必要不可欠である。

「みる」スポーツ
• IPの活用においては国内と国外にて権利を管理している事業者が分かれているケースもあり、
国内でのIPとのコラボレーションを海外に展開することは容易でない。
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⑤海外勢との戦略的提携（撮影誘致、共同製作、国家間）

各業種別専門委員会における主な関連意見

音楽
• グローバル配信では、どこで誰に視聴されたかのデータがマーケティング上、大切であり、
そのためにはローカルのサードパーティーとの連携が不可欠である。

アニメ
• 成長が期待できる新興市場等において、「日本アニメ」として政府間での一体的な交渉や、
流通枠を広げるためのロビー活動も重要であると考えられる。

映画・映像

• 日本のコンテンツやIPの展開戦略をグローバルのパートナー企業と立て、ディストリビュー
ションに繋げることが大事であり、日本国内向けの編成ではない形で、海外でのヒットを生
み出し、そこからフォーマットライズやリメイク、商品化ができるようにすることが重要で
ある。

• 日本IPの評価の高まりと相まって、日本でロケーションを行いたいという希望は高まってい
る。ロケ誘致は10年間で2兆円の経済効果があると試算されているうえ、日本のスタッフが
本場の技術に触れる機会にもなり、人材育成上の意義も大きい。

• 日本IPとハリウッドの合作の成功例では、日米双方の製作者同士がきちんとタッグを組んだ
ことで、クオリティが高く、日本IPの良さも生かされた作品となっている。海外合作によっ
て人材が交流することが大切であり、人材交流を何らかの形でサポートすることが重要であ
る。

デザイン

• 日本のデザイン賞について、より多くの評価の場をつくること、特に若手の評価の場をつく
ることに加え、海外賞との連携や、海外の審査員が参加できるような、世界とつながるア
ワードが必要である。



21

⑥収益分配（制作会社、クリエイター人材等） 

各業種別専門委員会における主な関連意見

アニメ

• 制作会社では海外プラットフォーマーからの受託制作や、海外プラットフォーマーへの映像
ライセンスが進んでおり、これが日本アニメの輸出に繋がっているが、価格決定権が海外企
業にある状況である。

• 制作会社における適正取引のためのビジネスサポート環境の構築も重要であり、海外との商
習慣の違いにより、当初契約していた支払額を得られなかった例など、業界全体で事例を共
有し知見を深める仕組み作りの検討が必要である。

• 日本で制作したコンテンツを日本のプラットフォームで世界にディストリビューションし、
日本に利益をもたらす仕組みの実現が期待される。

映画・映像
• 知恵やアイディアを出したクリエイターや制作プロデューサー、監督、脚本家、資金を調達
し運用したプロデューサーが成功者にならなければいけない。

デザイン
• インハウスデザイナーを擁する企業の経営層をはじめ、業界内外において、デザイナーが企
業にクリエイティブな価値をもたらす存在であるという認識を広める必要がある。

ファッション

• 世界の市場において経済的な成果を残す為には、日本の「クリエイターの育成」とともに
「産地の存続」と「産地で働く職人の育成」が必要で、デザイナーと産地の工場が定期的に
交流できる場を提供することが必要である。

• 産地の工場は、デザイナーと結びつき、適正な経営をしていく教育を受け、収益が還元され
る構造に転換していくことが重要である。
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⑦海賊版対策・正規版転換

各業種別専門委員会における主な関連意見

漫画・書籍

• 海外展開においては、海賊版流通は大きな課題である。海外向けのプロモーションを通じて
ヒットが創出されていても、海賊版流通開始に伴い、正規版の流通量が低下することがある。

• すでにCODAをはじめ海賊版流通対策は実施されているが、関係省庁の協力のもと更なる対
策が必要である。特に、デジタル流通について対策が重要である。

アニメ

• 海賊版の被害額が拡大しているが、個社単位での対策は難しい。世界のアニメ視聴者のうち、
正規版のみを鑑賞している割合はかなり少ないとのデータもあり、ユーザーに正規サイトで
の視聴を促すことが重要である。

• CODAによる継続的な取り組みは非常に重要であり、対策の費用については、製造業など他
産業における模倣品対策費用の規模も参照すべき。
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⑧総合的な支援体制（まずは海外拠点支援）

各業種別専門委員会における主な関連意見

ゲーム
• 日本国内における不平等な海外勢の進出を是正することが必要である。また、中小企業は情
報不足が共通的な課題であり、各国の税制や法令やオンラインゲーム特有のビジネスモデル
等の情報を取りまとめることに価値がある。

漫画・書籍
• 各国の検閲については、問い合わせ先や問い合わせ方法が不明なケースもあり、単一事業者
にて調査することが難しい状況である。各国の規制等に対する判断・対応方法などのノウハ
ウを蓄積することが重要である。

アニメ

• グローバルの配信プラットフォームの構築には、有料視聴者の獲得に向けたマーケティング
や、アカウント作成のための多くの法律のクリアが必要である。非常に厳しいデータ取得規
制がある地域もあり、何か事故が起きたりした時に、すぐに責任を問われる事例も多い。そ
のような課題を全て乗り越えてローカルに根差したマーケティングができるようになるには、
一企業で取り組むのは難しく、相当の規模の人員・労力・資金が必要である。

「みる」スポーツ
• 国や地域による嗜好や需要動向、有効な露出方法、現地での有力プレーヤーとのコネクショ
ンなど、官民が連携してナレッジをシェアしていくことが重要である。



３．「10分野100アクション」
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３－１. ゲーム
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【アクション①】海外展開強化（デバイス横断）

• ドイツのゲームズコムを始めとした各国
主要ゲームイベントにおいて、個別機関
単体での出展が多く、関連機関で連合し
た日本ゲームをアピールする取り組みは
少なかった。一体感をもった日本のゲー
ムコンテンツのアプローチができていな
い。

• ガチャ規制や検閲・レーティング等の法
規制への対応が求められたり、文化・慣
習に適応したカルチャライズが必要にな
る場合がある。

• 既に市場がある国だけではなく、インド
など新興国を含め、マーケット情報デー
タベース構築が必要である。

• 情報収集を行う拠点、国際的な外販を図る国
を想定しつつ、官民で戦略地域を選定する。
特に、外販を図る国について、オールジャパ
ン体制によるジャパンパビリオンの出展を支
援する。

• JETROと連携し、戦略地域に係る各国の法
規制、文化・慣習及びマーケット等の情報収
集を行い、データベース化を検討する。

• 法規制への対応に向けた交渉や、海外とのイ
コールフッティングの在り方などの制度措
置・環境整備について検討する。

現状・課題 アクションプラン

ゲーム
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【アクション②】海外展開強化（デバイス別）

現状・課題

• 【コンソールゲーム】任天堂、ソニーといった日本発のプラットフォーマーによる活躍や、各社人気が根
強い継続IPによるAAAタイトルの市場展開など、世界においても日本のタイトルは上位に多数ランクイン
しており、存在感が強い。

• 【モバイルゲーム】日本のモバイルゲーム市場は世界的に見ても巨大な市場であり、これまでは日本企業
は国内市場だけを見据えていれば、稼ぐことができていた。
近年、特に中国・韓国といった海外勢の日本国内市場への参入が目立っており、日本国内市場においても
日本のモバイルゲームは今までとは違う苦戦を強いられている。
上記を踏まえ、今後、世界のゲーム市場は新興国を中心にモバイルゲームが伸びることが予測されている。

• 【PCゲーム】STEAMというPFerの出現により近年大きく伸長しており今後も継続した成長が見込まれる。
他方で年間15000タイトル近くが配信されている中で、一部のタイトルが売上シェアの多くを占める構造。

• 【e-Sports】サウジアラビアでのeスポーツ・ワールドカップやオリンピックeスポーツ大会の開催等、
今までになく国際的な盛り上がりを見せており、日本のゲームタイトルも採用されている。

ゲーム
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【アクション②】海外展開強化（デバイス別）

アクションプラン

• 【コンソールゲーム】
日本のタイトルに存在感があるものの、輸出先国について、官民で共有を図り、特に、海外展開において
規制が関係する国との関係については、政府間による意見交換の場を設けるなど、積極的な展開を図る。

• 【モバイルゲーム・PCゲーム】
新たなゲームのビジネスモデルの構築を目指すスタートアップやインディーゲームクリエイターに対して、
「創風」プログラムや市場状況の情報提供等による環境整備を図り、大企業やバブリッシャーとも連携を
進めるエコシステムを構築するとともに、海外展開強化に向けたチャレンジを行う企業や取り組みに対し
ての制作費支援について検討・調整する。

• 【e-Sports】
e-Sportsの国際大会において我が国のゲームタイトルの採用が図られるように関係省庁と連携しつつ環境
整備を図るほか、サウジアラビア等のようにe-Sportsを国家的事業として進める国々との連携を図るとと
もに、国内におけるe-Sports産業の機運を醸成する。

ゲーム
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【アクション③】ゲーム産業の人材確保

• ゲーム産業は他のコンテンツ産業や自
動車業、鉄鋼業、半導体産業と比較し、
給与水準等も高く、好待遇ではあるが、
引き続きグローバルな人材確保の競争
があり、課題がある。

• ゲーム産業の異業種からの参入や人材
育成等、多様な人材を確保するための
方策について、必要に応じて官民で検
討を加え、ゲーム業界の持続的な成長
を支援する。

現状・課題 アクションプラン

ゲーム
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• グローバル配信プラットフォームの誕
生等により、従前よりゲーム制作にお
けるハードルが下がり、ゲームスター
トアップ企業やインディーゲームクリ
エイターが増加しているが、海外展開
等に課題がある。こういった課題に対
し、「創風」による支援や企業での育
成施策も出始めている。

• スタートアップ企業やインディーゲーム
クリエイターが増加している等、裾野の
広がりを見せるゲーム産業が引き続き盛
り上がるように「創風」や企業での人材
育成施策の好循環を目指し、環境整備を
検討する。

【アクション④】エコシステムの構築を目的とした環境整備ゲーム

現状・課題 アクションプラン
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【アクション⑤】ゲームIPを核としたマーチャンダイジングを支援する

• 日本発ゲームIPを用いた映画作品が世界
でヒットすることにより、海外における
IPの認知度向上やファンダムの拡大に繋
がったと推測できる。ゲーム発のマー
チャンダイジングも拡大している。

• これまでのマーチャンダイジングは外
国企業に対するライセンスが中心で
あったが、日本企業によるマーチャン
ダイジングやファンダムの拡大を推進
し、民間のビジネスの円滑な立ち上げ
の支援を検討する。

ゲーム

現状・課題 アクションプラン
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【アクション⑥】先端的技術の活用を進めたコスト削減

• グラフィックの向上を始めとしたゲー
ムのハイクオリティ化が進み、開発費
の高騰が進んでいる。またXRなどユー
ザーへ新たな体験価値を提供し得る技
術も発展。

• ゲーム制作企業の開発環境の在り方を検
討する。また、XRなどの先端的技術を
用いたコンテンツの海外展開を支援して
いく。

ゲーム

現状・課題 アクションプラン
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３－２. アニメ
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【アクション①】更なる海外市場の獲得と多角的なIP展開

• 配信メディアの拡大により世界中に展開されている日本のアニメーションは、豊富なIPを強みとして、
新興国市場を中心に更なる海外需要の増加が見込まれている。

• 戦略的に海外展開を進めるためには、国・地域ごとの需要動向等の客観的データに基づき、多角的なIP
活用（グッズ・イベント等）を含めた展開方法を検討する必要があるが、需要動向等に関する客観的
データや海外展開に関するノウハウ・コネクションを持つ人材は不足している。

• 国によっては、自国のコンテンツ産業や文化の保護等を目的とした検閲制度や総量制限等の規制が導入
されている。

• 多様な国に展開する際には、宗教・文化・政治等の表現への配慮が必要となる場合がある。

• アニメーション分野の海賊版（違法動画、違法商品）による被害は後を絶たず、海外市場での逸失利益
が発生していることから、対応が必要である。

現状・課題

アニメ
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【アクション①】更なる海外市場の獲得と多角的なIP展開

• 官民で連携し、海外市場におけるアニメーション作品の需要動向調査を行い、客観的なデータを整備する。

• パートナー獲得・資金調達、高品質な作品制作、ローカライズ・カルチャライズ（各国の文化に合わせた
対応）・プロモーションの支援を通じてコンテンツの海外展開を支援する。また、映像作品の国際共同製
作を推進する。

• 各国の規制動向について情報収集・整理し、提供するほか、必要に応じて民間企業と連携しつつ働きかけ
を行う。また、企業による海外展開戦略の立案やマーケティング、マーチャンダイジング等を支援する。

• 海外市場の更なる獲得に向けた契約条件等の透明化の推進に向けて取組の方策を検討する。

• CODA等関係機関と連携して海賊版対策を強化し、正規品の利益を確保する。

アクションプラン

アニメ
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【アクション②】若手人材の確保・育成の促進

• スタートアップ及び若手クリエイターの支援
プログラムを実施する。

• 産学官が連携し、制作会社における若手人材
育成制度の拡大、業界全体のクリエイター・
プロデューサー等の人材育成に資する支援制
度や新たな人材育成スキームを構築する。

• 業界における更なる就業環境状況の改善に係
る取組や発信を促し、人材の流入を活性化す
る。

現状・課題 アクションプラン

アニメ

• アニメーションの制作本数が増加する中、技
術のあるクリエイターや、アニメーション制
作の高度な現場管理を行い海外市場を見据え
た事業展開が出来るプロデューサー等の人材
不足が深刻化している。これらの人材育成に
は時間がかかり、資金面においても制作会社
の負担が大きい。

• これまで就業環境等に関する正しい発信が行
われていなかったため、若手人材の参入の妨
げとなっていた。
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【アクション③】創作活動を支える環境整備を行うための収益力向上

• アニメーション作品の需要増や海外動画
配信プラットフォーマーの台頭により、
制作予算は上がっているものの、その予
算を上回る制作コストや制作会社に収益
が還元されにくい業界構造により、現場
の就業環境改善（賃上げ、処遇改善、人
材育成、デジタル化等）に投入できる資
金が不足し、人材が業界外へ流出する懸
念がある。

• アニメーション業界は多くの制作会社・
クリエイターの関与が必要となる多層構
造であり、フリーランスのクリエイター
との取引も多く、サプライチェーンも多
様化していることから、様々な場面で取
引の適正化が求められる。

• 制作会社の収益増加を目指し、制作会社が製
作委員会への参入やIP活用等を行う作品に対
して支援を行う。また、制作会社やその下請
等に対する更なる利益還元や制作会社による
多様な資金調達のあり方等について検討する。

• 制作会社が取引を行うテレビ局・配信業者等
に対して労務費・原材料費・エネルギー費等
の実態に合わせた価格転嫁の要請を行うとと
もに、フリーランス法の遵守の徹底、下請ガ
イドラインの普及啓発等を行う。

• 他業界が作成したガイドラインを参考に、ア
ニメーション制作業界の就業環境改善・制作
会社の強靭化に資する仕組みの創設に向けた
取組を進める。

現状・課題 アクションプラン

アニメ
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【アクション④】地方を巻き込んだ産業振興

• アニメーションの舞台となった実在の地
域（＝聖地）には国内外から多くの観光
客が集まり、大きな経済効果を生み出し
ている。

• アニメーション制作は一部の工程を海外
に委託しているものの、多くの工程は国
内で制作されており、近年は地方人材の
活用等を目的に地方での制作スタジオ設
立が増加している。

• 聖地巡礼・地方スタジオの誘致など、アニ
メーションを用いた地方創生のあり方につい
て検討し、モデルを全国に普及する。

現状・課題 アクションプラン

アニメ
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【アクション⑤】制作工程の効率化

• 制作工程の効率化や高度化を目的として
制作会社における先端的技術の導入・デ
ジタル化が進む一方、技術習熟度の格差
や予算不足、手法やフォーマットが統一
されていないといった課題がある。

• 先端的技術を用いたコンテンツ制作を支援する。

現状・課題 アクションプラン

アニメ
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３－３. 漫画・書籍
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【アクション①】海賊版対策の着実な実行及び正規版流通の強化、
海外販路の整備

• 海賊版の被害は、日本国内に向けたものだけでなく、現地語に翻訳されたものも増加傾向であり、
海外において、漫画タイトルで検索すると海賊版サイトが上位に表示されてしまう現状がある。

• こうした海賊版が広く出回っている国・地域では、正規版にお金を払って読むというリテラシー
が不足している。

• また、海賊版対策と並行して正規版の流通も進めていく必要があるが、海外においては、国内で
流通しているコミックに比して、翻訳され海外にまで流通しているコミックが不足しており、そ
の背景には、漫画特有の表現に対応可能な高度な翻訳人材の不足やカルチャライズのコスト等の
課題がある。

• このほか、紙のコミックにおいては、海外では書店にも流通し始めているが、他の流通チャネル
の開拓等商品接点の場をいかに増やしていくかが課題となっている。また、諸外国では注文が原
則であり、商品を並べるためには、まずは各店への商品認知が非常に重要となる。

• 電子コミックにおいては、海外における電子コミックについては、いくつかの事業者が進出して
いるものの、エンドユーザーへの普及はこれからであり、絶対的なプラットフォーマーが不在で
ある。

現状・課題

漫画・書籍
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【アクション①】海賊版対策の着実な実行及び正規版流通の強化、
海外販路の整備

• CODA等関係機関と連携し、日本国内及び海外現地版における海賊版被害の実態調査、海賊版サイト運
営者情報の調査及びフィルタリングへの活用、海外法的機関との連携等の現行の海賊版対策を引き続き
実施するとともに、国際執行の強化のため、被害の多い地域の把握（詳細調査）と、被害の大きい地域
での国際執行の強化、拠点の拡大などを進める。

• 海外現地におけるリテラシー教育や、海外に向けた啓発活動を行う。

• 漫画を始めとした出版物の翻訳における業界インフラツールの開発支援や、JLOX等におけるカルチャ
ライズ支援の拡充等を行う。

• 紙のコミック・書籍の各店への商品の売込みの方法として、国際見本市への出展等が考えられる。 現地
見本市への出展等の海外展開を支援や、 JETROに設置されたコンテンツ専門人材による現地ネット
ワーク構築やマッチングを通じて出展促進を行うほか、消費者へ向けた直接の接点を増やす方法として、
アニメEXPO等アニメファンが集うイベントへの出展及びその支援を行う。 

• 電子コミック先進国である日本のノウハウを生かしつつ、海外で通用するプラットフォーマーの育成支
援を行う。

アクションプラン

漫画・書籍
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【アクション②】海外の各種データ（統計・法務・税務等）の整備

• 各国における出版市場規模が不明瞭であり、
日本発漫画の占有やどのようなジャンルが
売れているのかといったマーケティング情
報が不明で今後の成長予測が困難。

• また、海外展開においては、個人情報保護
法を始めとした各国の法務情報、税務情報、
歴史・文化・宗教とそれらにもとづく表現
規制などの情報が必要である。

• こうした情報を取得し、その情報と進出ガ
イド、ナレッジ等を公開・共有し、作品制
作や海外展開に活かすことで、国ごとの
マーケティングが可能となり、例えば類似
ジャンルなど戦略的な展開が可能となるた
め、各種データの整備が望まれる。

• 各国ごとの基礎情報の統計データを収集、調
査、分析を行うとともに、出版の海外展開に
向けた各国商習慣等を調査・集約し、その情
報と進出ガイド、ナレッジ等を公開・共有し、
作品制作や海外展開に活かす。

現状・課題 アクションプラン

漫画・書籍
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【アクション③】クリエイターのサポート体制の構築

• 漫画家等クリエイターは、税務や法制度
に対する知識が乏しいことが考えられる
ため、こうした専門的な知識のサポート
体制も望まれる。

• クリエイターへの税務や法制度のサポート体
制における構築を支援する。

現状・課題 アクションプラン

漫画・書籍
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【アクション④】最先端技術の活用を進めたコスト削減

• 漫画を始めとした出版物における製作の
効率化のため、様々な技術の活用がテス
トされている。また、現地語の翻訳等で
も利用が試されており、製作や流通全般
で効率化が期待できる。

• 最先端技術を活用し、海外における正規版コ
ンテンツの絶対数の不足といった課題解決に
資する取組を支援していく。

現状・課題 アクションプラン

漫画・書籍
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【アクション⑤】MD化やメディアミックスによる高付加価値体験の
提供及び地方創生への貢献

• 海外における漫画原作のアニメ・映像の人気は高まっている一方、必ずしも映像作品の認知度が原作の
認知度につながっておらず、海外におけるアニメファンの中でも、原作を購入する層は未だ少なく、漫
画ファンへと還元していくことが必要。

• アニメ人気を原作人気へとつなげていく必要がある一方でアニメの制作本数は年間300本程度で、生産
体制の限界が来ており、このままでは大きな増加は見込めず、映像化に頼らない認知度向上の方法を模
索していく必要もある。

• 漫画原作の原画展や、原作とのコラボホテルやコラボカフェなどの企画が盛んになっている。こうした
高付加価値体験の提供により、ファンダムの形成が促進されると考えられる。

• 有名作家の出身地、著名作品の舞台などゆかりのある地域において、作品の銅像を街中に建てるといっ
た事例が多数生まれ、聖地巡礼等により地域への経済効果が生まれており、地方創生へも期待される。

現状・課題

漫画・書籍
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【アクション⑤】MD化やメディアミックスによる高付加価値体験の
提供及び地方創生への貢献

• アニメEXPO等アニメファンが集うイベントへの出展支援を行う。

• 漫画原作とのコラボホテルやコラボカフェなど高付加価値体験を提供することで、作品へのエンゲージ
をさらに高めコアファンへと昇華し、個人消費額の向上を目指す取組を支援する。

• 作品を通じた観光需要を創出するなど、地方創生を推進し、アニメ作品だけではなく、原作も盛り上が
るような取組みを進めるとともに、こうした取組みへの支援を検討する。

アクションプラン

漫画・書籍
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３－４. 書店
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【アクション】書店活性化

• 国内制作のアニメや映像化の源泉を考えるとマンガを原作としているものが多く、流通経路として、
書店・ネット書店・図書館がバランス良く存在することが望ましい。

• 一方、雑誌の売上減による収益構造の変化や、雑誌で4割、書籍で3割を超える高い返品率に伴うコス
ト増、キャッシュレス決済の普及による手数料負担や物流費・人件費等の上昇により書店の経営が厳
しさを増し、書店の閉店が続いており、読書離れへの対応、書店への利益配分の拡大等が喫緊の課題。

• こうした中で、出版社は、返本率の引き下げを条件に、書店の粗利率の向上を受け入れる旨を表明し
ているほか、無線技術を用いたRFIDにより、在庫状況、売れ筋の把握、万引き防止のためのシステ
ムも構築。個別の本を管理することにより、委託と買取の区別を認識し、利益配分の見直しに利用さ
れることも期待される。

現状・課題

書店
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【アクション】書店活性化

• 10月に案を公表した「関係者から指摘された書店活性化のための課題（案）」を踏まえ、各省連携で
「書店活性化プラン」を取りまとめる。

• バリューチェーン全体で返本を減らすため、デジタル化の支援に着手する。

• 書店が利用できる中小企業施策を発信する。

アクションプラン

書店
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３－５. 音楽



図・グラフの挿入

52ガイドとグリッド線

• これまで日本の楽曲・アーティストの海外展開は、アニメ・ゲーム等のタイアップを通じたものが中心
であったが、ストリーミングサービスが世界的に主流となるなかで、その傾向は変わりつつあり、多様
な楽曲・アーティストが受容されはじめている。

• こうした流れを確実なものとし、海外需要を獲得し定着させるためには、海外でのライブやイベントを
開催したり、アーティストとファンとの交流の機会を増やす等、戦略的かつ効果的なビジネスモデルを
着実に構築する必要がある。

• 海外展開を進めるうえでは、海外市場から得られる売上・利益の規模の把握とそれらを踏まえた将来の
目標値の設定が必要であるが、業界全体で共有される海外展開（輸出）データが存在しないため、早急
な状況の改善が必要である。

現状・課題

【アクション①】海外展開に係るデータの整備と戦略策定音楽



図・グラフの挿入

53ガイドとグリッド線

• 産業界と連携し、現在・過去の海外展開（輸出）データを把握するとともに継続的にデータを把握す
るための体制の構築に係る取組みを検討する。

• 産業界と連携し、国・地域ごとの客観的なデータを分析したうえで、海外展開のための効果的な戦略
を検討し、産業界の取組みを後押しする。 

アクションプラン

【アクション①】海外展開に係るデータの整備と戦略策定音楽
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• 日本の楽曲・アーティスト及び音楽トレンドを世界各地に効果的に発信する仕組みを構築し、海外の
消費者及び音楽関係者からの関心を呼び込み需要の獲得につなげる体制の構築が必要である。

• また、海外市場に対するアプローチは、個々の事業者による取組みが中心となっているが、業界全体
で束となった取組みも必要である。

• 海外市場での需要の獲得・定着のためには、海外での音楽イベントの実施・参加、海外向けの音楽コ
ンテンツの制作、それらを含むプロモーション活動等、様々な取組みが必要不可欠である。もっとも、
それらには多額の費用を要し相応のリスク負担が必要であることや、海外での音楽イベントの実施・
参加にはビザの取得に多くの時間と費用を要すること等が、積極的な海外展開の障壁となっている。

• 海外展開において有効に活用できる活動拠点、情報収集及びネットワーク構築等のための政府のサ
ポート、並びにそのためにアクセスできる窓口が不足している。

【アクション②】海外展開支援の実行音楽

現状・課題
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• 産業界と連携しつつ、国内外における、音楽見本市・音楽イベント（東京国際ミュージック・
マーケット、MUSIC AWARDS JAPAN等）、他産業とも連携した複合的なイベントの開催や
その支援を検討する。また、海外向けのプロモーションのための個々の事業者による公演の実施
及び海外の音楽見本市・コンテンツ見本市への積極的な参加、並びに音楽コンテンツのローカラ
イズに対して、JLOX補助金などを通じた支援を行う。 

• ビザ取得手続の円滑化・負担軽減のため、手続の簡略化、相談窓口の設置等の必要な取組みの実
施を検討する。

• JETROにおいて海外展開のための窓口や専門人材を配置するとともに、海外展開のための情
報・ノウハウを共有し、現地でのネットワーク形成やイベントの開催の円滑化を図る。

• 産業界と連携し、エンタメ産業に特化した共同利用型の施設を含め、海外での活動や人材育成・
人材交流に有用な拠点の整備を検討する。

アクションプラン

【アクション②】海外展開支援の実行音楽
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ガイドとグリッド線

• 日本の音楽産業の強みである「蓄積」と
「多様性」は、音楽制作に携わる全ての
クリエイターの創造的活動や、音楽ビジ
ネスの成長によって培われてきた。音楽
産業全体の持続的成長のためには、次世
代の音楽ビジネスを担うクリエイターや
高度人材の発掘・育成が必要不可欠であ
る。

• 特に、海外展開に関しては、海外で活動
するクリエイター・アーティストや、戦
略の検討・実行に必要とされる技能を有
したプロデューサー・マーケター等の高
度人材が不足しており、発掘・育成が必
要である。

• 音楽クリエイターやチーム等に対して、
「クリエイター・エンタメスタートアップ創出
事業」の枠組みにおいて、事業化を支援する。

• 関係省庁と連携し、高度人材の発掘・育成に
つながるインキュベーション施設の設立、海外
留学制度の拡充など、必要な取組みを検討する。

現状・課題 アクションプラン

【アクション③】音楽産業全体の成長・発展につながる高度人材育成音楽
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• 音楽産業の持続的な成長のためには、 
クリエイター・アーティスト等を含む、
音楽産業全体を支える様々な人材が継続
的に参入できるような環境を整備するこ
とが必要である。

• 国内のライブイベントを支える事業者の
高齢化や人手不足が大きな課題となって
いる。

• 関係当事者間の契約関係等について、クリエ
イター・アーティスト等を志す者が継続的に
現れるような環境を確保する観点から、関係
省庁と連携しつつ、情報の収集や課題の整理
等を行う。

• 産業界と連携し、ライブ公演における舞台技
術スタッフ等の人材不足等の課題について、
対応策の検討を行う。

現状・課題 アクションプラン

【アクション④】音楽産業を支える人材の継続的な参入に向けた環境整備音楽
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ガイドとグリッド線

• 海外でブランドが確立している食や他産
業との連携や、クオリティの高いグッズ
が提供できるサプライチェーンの構築に
課題がある。

• 音楽イベントは、地域内外での多くの人
流を生み、インバウンド等の観光需要を
含めた他産業への波及効果が期待され、
地方創生にも大きく資する。

• 海外在住者が国内の音楽イベントに参加
するための、チケッティング等の環境が
十分に整っていない。

• 産業界と連携し、他産業とのタイアップ・コ
ラボレーションを活用する取組みを支援する。

• 産業界及び関係機関と連携し、海外における
産業振興のためのサプライヤーの海外進出に
ついて、情報提供等による支援を検討する。

• 海外在住者が国内の音楽イベントなどに参加
しやすい環境を整備するため、産業界と連携
し、課題を整理し、必要な対応を検討する。

現状・課題 アクションプラン

【アクション⑤】他産業との連携と音楽産業による経済活性化音楽
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ガイドとグリッド線

• 音楽産業は、他分野に比して技術革新の
影響を受けやすく、これまでも制作・流
通・消費の各場面で技術革新の影響を多
分に受け、技術革新とともに成長・発展
してきた。今後も、先端技術にも適時・
適切に対応し、権利保護とのバランスを
図りながら、音楽産業の持続的成長につ
なげるべきである。

• 先端技術について、産業界と連携し、情報収
集に努め、利活用を促進する。法的権利・利
益との調和を図るための制度的な対応につい
ては、関係省庁と連携する。

• 産業界と連携し、デジタル技術等を活用した
先進的な音楽コンテンツの視聴体験
（VTuber等）を創り成長させる取組みを積
極的に進める。各種音楽コンテンツの制作に
おける、バーチャルプロダクションなどのデ
ジタル技術等の利活用を促進する。

現状・課題 アクションプラン

【アクション⑥】デジタル技術の活用とさらなる進化への応用音楽
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３－６. 映画・映像
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【アクション①】グローバルな競争力を有する高品質なコンテンツ製作推
進・海外販路の開拓・整備

現状・課題

• 近年の邦画興行収入ランキングではアニメ映画がトップ３を占めており、国内外で邦画アニメの好調が続
いているが、今後市場の拡大には、海外における邦画実写シェアの確保が不可欠である。OTTコンテン
ツ・プラットフォーム利用者も増加する中、映画を楽しむ環境は多様化している。

• 邦画の一般的な制作費と比較し、米国などによる海外作品の制作費は、邦画の数倍～十倍以上の規模が標
準となっており、グローバルな競争において、邦画の制作費規模が圧倒的に小さいほか、グローバル市場
を目指した映像制作には、映像制作会社によるIPマネジメントや収益確保が重要であり、制作会社が自ら
資金調達やIP活用等に主導・参画し、海外市場に訴求する高品質な作品を制作することで、コンテンツの
国際競争力や収益基盤の強化を図る必要がある。

• 海外市場におけるプレゼンスを獲得するためには、東京国際映画祭等の国際的な映画祭における入賞作品
数の増加や、海外配給を自ら実施し配給網を拡大させることが喫緊の課題であるが、需要動向等に関する
客観的データや、戦略的な海外展開に関するノウハウ・コネクションを持つ人材が不足しているほか、法
律や会計分野などの専門家の支援が受けられる環境が必要。

• 国際共同製作は、海外市場での上映や放映・配信を容易とするだけでなく、国を超えた資金調達や権利処
理、制作工程の管理など、グローバルなビジネスノウハウを蓄積することにもつながるが、日本と国際共
同製作協定を結ぶ中国とイタリアとの間においても、未だ共同製作作品が完成していない等、国際共同製
作が十分に推進されていない。

映画・映像
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【アクション①】グローバルな競争力を有する高品質なコンテンツ製作推
進・海外販路の開拓・整備

アクションプラン

• 海外展開に向けたパートナー獲得及び資金調達を行うための企画開発（プリプロダクション）の強化を行
うとともに、展開国に合わせたローカライズやカルチャライズを促進し、国内外の国際映画祭や国際見本
市、ビジネスマッチングでのジャパンパビリオン等の出展強化を行うなどプロモーション機会を拡大する。

• 日本映画・映像の国際的プレゼンスを高めるため、海外映画・映像関係者とのネットワーク構築を図る。
その際にアジアのアドボカシー団体との連携を検討する。

• 海外企画マーケットへの周知を通して、既存IPの活用や新規IPの共同開発により国際共同製作を推進する
とともに、外部からの多様な資金調達の実現に向けて検討を行う。

• JETROと連携し、戦略国・地域における法規制・文化・慣習及びマーケット等の調査を行い、戦略的な販
路拡大に資するデータ整備・施策立案を行うほか、必要に応じて法律面や会計面の専門家の支援を行う。

映画・映像
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【アクション②】次世代人材の流入・グローバル人材の育成

現状・課題

• 若手スタッフの減少・離職者の増加等による、制作現場の慢性的な人手不足が続いており、現場スタッフ
の負担が増加する悪循環が生じている。状況を打開するため、制作費の確保及び制作現場のDX化等により
生産性向上を図るほか、制作の最前線であるクリエイターへの適切な対価の還元を行い次世代の流入を促
すなど、好循環を実現することが重要。

• 海外展開を視野に入れた作品や制作費が大規模になる作品の制作には、グローバルな知見や語学力を持つ
プロデューサーや監督の育成、高度なデジタル技術を扱える技術スタッフの育成が必要。

• 国内映像産業における人材育成、地域振興（経済波及効果、インバウンド需要喚起）等の観点から海外の
大型作品のロケ誘致推進が重要。2024年より経済産業省のインセンティブ制度が機能し国外からの関心が
高まっているが、消費税還付制度も含むさらなるPRが必要であるほか、諸外国に比べロケ撮影やプロダク
ション誘致に対する優遇措置（税制優遇制度等）が少なく、また複雑な許認可が必要となる撮影環境によ
り、ロケ地として選ばれにくい。

映画・映像
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【アクション②】次世代人材の流入・グローバル人材の育成

アクションプラン

• 若手を中心とした制作スタッフの職能別研修への支援を検討するとともに、プロデューサー等の海外制作現
場における実地研修・留学等によるグローバル人材育成を検討し、これにより海外における最新デジタル技
術を活用した制作手法の導入・制作管理の合理化・高度人材の育成・集積、グローバルな人脈の形成、映像
制作産業の近代化・市場のグローバル化を図る。

• 将来の産業を担う若手クリエイターの制作や発表機会を創出するため、ミニシアターへのデジタル化支援な
どを通して活性化支援する。

• 諸外国と同様のインセンティブ導入に向けた予算の更なる拡充や、実態に沿った制度の改善を検討するとと
もに、撮影にかかる許認可の円滑化・簡素化による環境改善や、これらにかかる広報を行い、国際共同製作
や海外大型作品のロケ誘致を促進することで、国内スタッフの人材育成・制作ノウハウの蓄積に繋げる。

映画・映像
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【アクション③】映適取引ガイドラインの改訂及び運用強化等

• 2019年度に実施した映画制作現場の実態調査に
おいて、長時間労働、契約書不交付、収入・雇
用の不安定さ、安全管理の欠如などの課題が浮
き彫りとなったことを契機に、映画産業の持続
的発展に向けた制作現場の適正化の検討を開始。

• 2022年6月、映画業界の企業・団体が自主的な
改善組織として、一般社団法人日本映画制作適
正化機構「映適」を設立し、映適取引ガイドラ
インを作成。2023年4月から「日本映画制作適
正化認定制度」を本格的に運用開始していると
ころ、今後は業界内外での「映適」の定着と、
ガイドライン推進による制作現場の適正化を図
ることが喫緊の課題である。

• 映適取引ガイドライン推進により就業環境の改
善を図るとともに、「労務費の適切な転嫁のた
めの価格交渉に関する指針」を踏まえ、業界の
自主行動計画等による取引適正化を促進するほ
か、ガイドライン導入後の新たな課題に対応す
るため、より映画制作現場の実態に適すようガ
イドライン改訂を支援する。

• 映適認定作品への重点的支援を検討するととも
に、映適への賛同者（映画制作関係者、鑑賞
者）を増やし、映適のプレゼンス向上や次世代
の流入に繋げるとともに、映画業界が培った制
作現場適正化の流れを他業種へ波及させる。

現状・課題

映画・映像

アクションプラン
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【アクション④】映画・映像を活用した地方創生

現状・課題

• 映画・映像は、地方創生にとって有力なツールとなりうる。例えば、映画の舞台となった「ロケ地」の
「聖地化」が実現すれば、国内外からの集客が見込まれ、大きな経済波及効果を生み出すと考えられる。
逆に、ロケ地が聖地化され訪問客が継続することにより、作品の長期的な人気にも影響し、好循環が生ま
れる可能性がある。しかし、聖地化は偶然発生することが多く、また、製作委員会側で地域におけるプロ
モーションには必ずしも協力的ではなく、ロケ地の地元企業がライセンスを求めても承諾が受けられない
場合がある、との指摘もある。

• このため、撮影されるロケ地の風景のみならず、地域のストーリー、地域の産品がプロダクトプレースメ
ントとして活用されるほか、地域の聖地化のために必要な自治体や自治体が運営するフィルムコミッショ
ンの役割やロケ地立地企業等に対するライセンス条件などをモデル化することが必要である。

映画・映像
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【アクション④】映画・映像を活用した地方創生

アクションプラン

• 映画・映像を活用した地方創生に向けて、「ロケ地の聖地化」が重要。「ロケ地の聖地化」を狙って実現
することができるように、自治体が運営する「フィルムコミッション」等の運営や連携の在り方に加え、
ロケ地における事業者へのライセンスの在り方について検討し、ガイドライン化を進めるとともに、国と
しても顕彰できるように制度化を検討する。

映画・映像
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【アクション⑤】デジタル技術活用の推進

• デジタル技術（VFX、VP等）の活用により、海
外展開を見据えた映像作品の高度化が図られる
ほか、バーチャルプロダクションの活用は天候
やロケ地への移動時間の影響を受けず合理的な
撮影が可能となるため、労働環境の改善や制作
効率の向上に繋がることや、新たな制作ワーク
フローの創出といった利点があるが、北米や欧
州などに比べ先端的なスタジオ数が少なく、撮
影環境や扱える専門人材が不足している。

• デジタル技術活用の推進により作品の高度化、
制作プロセスの効率化・生産性の向上、専門人
材の育成を図る。

現状・課題

映画・映像

アクションプラン
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３－７. デザイン



70

【アクション①】日本のデザイン力についての海外発信

• 日本発のデザインだが、世界中でコピーされている
デザインがある等、過去に海外で高く評価された日
本のデザインがあるが、それらが海外で評価された
要因等を分析し、次なるデザインに戦略的に活かし、
継続的に海外に発信していく取組の不足が指摘され
ている。

• 製造業の海外移転により、日本メーカーの製品の大
多数に「Made in 他国」と表示されるようになっ
た状況を踏まえ、設計やデザインなどクリエイティ
ブ要素が日本製であることを可視化して示し、「ク
リエイティブな日本」としての存在感を増大させる
必要が、2014年「クールジャパン提言」（クール
ジャパンムーブメント推進会議）でも指摘・提言さ
れたが、現在においても状況は変わっておらず、引
き続き課題である。

• 日本各地に存在するデザイン資源について、海
外で高く評価されたデザインを中心に情報を収
集し、戦略的に活用していく環境整備を行う。

• 我が国のデザインの優位性を海外発信するため、
例えば「Designed in Japan, Made in ○○」
と区別する表示の普及や、企業における最高ブ
ランドデザイン責任者の設置やブランドデザイ
ン戦略の策定について、海外からの受け取られ
方に留意しながら、国内メーカーや業界団体と
連携して、浸透させていく。

現状・課題

デザイン

アクションプラン
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【アクション②】海外を目指すためのデザイン賞の在り方

現状・課題

• 近年のデザイン界の潮流が、無形のデザインや社会課題の解決を重視する傾向を強めており、結果的に
ソーシャルインパクトをもたらすと説明されるデザインが偏って評価される傾向にあり、相対的に「も
の」のデザイン等が軽視されているとの声が大きくなっている。

• 現状、海外での販売効果を狙う場合、ドイツiFデザイン賞等の海外賞に応募する流れもあり、iFデザイン
については一部の日本のデザイン賞と連携し、受賞による審査免除等を行う道が設けられているが、それ
でも日本のデザイナーの応募は言語的な障壁等を理由に消極的とされる。

• 特に企業内のインハウスデザイナーの個の力に脚光を浴びせる機会が乏しいという意見がある。

• 国内のデザイン賞の審査員における外国人比率は極端に小さく、海外からの目線で審査できているか課題
があり、また、ほとんどがデザイン作品及びデザイナーを対象としており、デザイン界に影響を与えた非
デザイナーの人の功績に対する表彰が乏しいという意見があるが、そもそもデザイン賞が海外展開に及ぼ
す影響は、限定的との指摘もある。

デザイン
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【アクション②】海外を目指すためのデザイン賞の在り方

アクションプラン

• 国内のデザイン賞について、例えば、海外デザイン賞との連携等を通じ、日本のデザインの海外発信や日
本人デザイナーの海外展開に資する取組や、インハウスデザイナーを評価し、企業力を向上させる取組に
ついて、政府としても後押しをしていく。

• 日本企業の製品のクオリティ・広報クオリティ・製品開発力・イノベーション創出力等の向上のための施
策について、デザイン賞だけにとらわれず、議論を継続する。

デザイン
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【アクション③】海外を指向する若手人材の確保・育成の促進

現状・課題

• 海外を指向する若手のデザイナーが減少しているという声が複数のデザイン分野で聞かれ、日本人の言語・
コミュニケーション・プレゼン等の力の弱さが指摘されている。ミラノサローネ等のデザイン発表の場でも、
心を閉ざす日本人が以前より増えたという現地の声が聞かれるとの意見もある。

• 海外でしかできない大きなデザインプロジェクトや、より沢山の人に自分の作品を見てもらえるという魅力
の訴求が不十分と指摘されている。

• 大学におけるデザイン教育において、外国人の教員が少ない、海外のデザイン賞の情報に乏しい、等の理由
により、海外を指向するきっかけに乏しい、海外で仕事をする際の共通スキルとなる最新のソフトウェア
（３D、AIの設計）を教員が使えない、そのため学生も使うことができず、多くは独学になっている、と
いった大学教育における課題を指摘する声がある。

• 海外でのプロジェクトについて、外国企業との取引においては契約が守られない、通関等の相手国法令の情
報が少ない等の障壁が存在し、安心してスタートできないことが、内向き指向となる要因の一つと言える。

デザイン
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【アクション③】海外を指向する若手人材の確保・育成の促進

アクションプラン

• メーカー等産業界と政府が連携して、海外へのデザイナー（インハウスのデザイナーも含む）進出や、海
外のデザインのコミュニティーに入れるような仕組み作り（海外展示会への合同出展支援等）、デザイン
における大学間交流の促進や、グローバルを視野に業務を担う企業でのインターンや若手を受け入れる企
業の支援等、海外志向の涵養に関する業界の取組を支援する。

デザイン
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【アクション④】デザイナーの実態把握と取引適正化

• 特定サービス産業動態統計調査が終了するなど、
近年、全国のデザイナーの人数、収入等の基礎
的な定量情報による実態把握が十分ではない。

• デザイナー業界では発注者側・受注者側ともに
契約に関する意識が低かったため、デザイナー
側だけでなく、発注者側も著作権等の取扱いに
ついて無自覚なままに結ばれているケースがあ
るとの指摘がある。実態の調査などを踏まえた
各種デザイン分野の特性に応じた契約書のひな
形などについて、産業界において議論している
状況がある。

• 産業界と連携しつつ、デザイナーの実態を示す
データの把握やデザインが生み出す経済効果に
ついての議論をするとともに、継続的にデータ
を把握するための体制を構築する。

• 産業界と連携しつつ、各種デザイン分野の特性
に応じた契約書のひな形作成や、フリーランス
法等の取引適正化に関するデザイナーへの教育
機会を提供する。

現状・課題

デザイン

アクションプラン
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【アクション⑤】エンタメ・コンテンツとデザインのクロスオーバー

• 本来、「デザイン」は社会のあらゆる領域に関
係し、コンテンツ分野でも、キャラクターや
UI/UXのデザイン等、さまざまなコンテンツに
おいて必要とされるが、伝統的な近代デザイン
（インダストリアルデザイン・工芸デザイン
等）とエンタメ・コンテンツ分野との距離は必
ずしも近いとは言えない。

• エンタメ・コンテンツにおけるデザイン、又は
そのクロスオーバーについて、デザインの側か
ら注目は乏しい。

• サウジアラビアの「Qiddiya（キディヤ）」で
建設されるドラゴンボールのテーマパークのデ
ザインを行うのは米国企業である等、日本のコ
ンテンツやIPが輸出されても、それに伴って日
本のデザイナーが現地の仕事を行うことには
なっていない。

• 日本のエンタメ・コンテンツの発信の一環とし
て、IPと各種のデザイン（工芸・工業・空間
等）とのクロスオーバー事例について積極的に
後押しする。

現状・課題

デザイン

アクションプラン
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３－８. アート
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【アクション①】戦略的な海外市場展開の推進

• アートの主な市場は欧米であることから、
当該市場にアーティストや、アーティスト
を支えるギャラリー等が積極的に参加する
ことが必要不可欠。他方、日本のアート市
場の産業構造上、小規模ギャラリーが多く、
資金及び人的リソースの不足から十分に展
開できておらず、国内市場と海外市場の接
続が十分にできていない。

• コンテンツ産業や他産業と連携した海外展
開等についても体制が整っていない。

• 日本人アーティストの国際的評価の向上及び
市場拡大を見据え、海外における日本人アー
ティストの評価や需要等に関する調査や、
アーティスト個人及び国内ギャラリーの海外
アートフェア出展の推進を、関係省庁等と連
携をしながら支援する。

• 日本の強みであるコンテンツ分野等と連携し
た海外の展示会や見本市に日本の文化全体で
出展する取組について支援する。

現状・課題 アクションプラン

アート
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【アクション②】アーティスト人材確保と質の向上

• アーティストが優れた作品を制作し、国際
的な舞台で活躍するためには、企業からの
制作に対する積極的支援を呼び込むことや、
アーティストに対する国内外で活躍するた
めの知見の提供やネットワーク等の構築が
重要であるが、現状こうした取組は体系的
に行われていない。

• 国際的な舞台での活躍に資するアーティスト
に対する、制作支援とともに一線で活躍する
アーティスト・キュレーター等による伴走・
発表等の機会の提供を行う。

• 企業とアーティストとの共創による価値創出
を見据えたビジネスマッチングを実施しアー
ティストと企業の接点を拡大する。

現状・課題 アクションプラン

アート
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【アクション③】企業等のアート需要増加に向けた基盤整備

• 企業がアート領域に対して戦略的にリソー
スを提供することによって、新たなアー
ティスト育成や優れた作品が創出されると
ともに、企業側にもメリットが得られるエ
コシステムの構築が必要不可欠である。

• 企業とアーティストが共創するアート取組
は拡大しつつあるものの、共創を成功させ
るための知見や人的ネットワーク等、新た
な取組を支援する基盤ができておらずアー
ト取組を行う者が限定的である。

• また、企業や個人のアートコレクターを育
成していくことも重要な視点である。

• 企業とアーティストの共創事例や、企業等に
よるアート購入が更に拡大するための認定・
表彰等の制度や、知見の提供及び人的ネット
ワークの構築等について検討し将来的に民間
において自走化することも見据えた基盤（自
走化モデル）を整備する。

• 企業や地域がアート作品購入やアート・アー
ティストに対する支援をより積極的に行うた
めの制度措置について検討する。

現状・課題 アクションプラン

アート
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【アクション④】地域に様々な価値をもたらすアート取組の促進

• 地域におけるアート取組は、その地域のア
イデンティティーを作り地域の人々の夢や
誇りにつながることをはじめ、新産業創
出・観光需要拡大・域内人流活性化等、地
方活性化につながる様々な効果が確認され
ている。

• 経済産業省においても地域でアート展開を
行うための手引きとなる「✕ART スタート
アップガイドライン」の公表や、地域企業
とアーティストの共創による新事業創出等
の取組を実施してきた。

• 今後は、アートが地域にもたらす様々な効
果を可視化するとともに、地域のアート取
組を全国に拡大することが重要である。

• 既存の地域のアート取組の成功事例及び経産
省等ガイドラインの周知・啓蒙する。

• 地域のアート取組（アートイベントやパブ
リックアート等）を起点とした質の高い訪日
客を拡大するための事例収集や海外コミュニ
ティとの連携を実施する。

• アート取組が地域にもたらす様々な効果につ
いてデジタル技術等を活用した定量化の方法
や指標の在り方について検討を行うとともに、
アート取組の拡大を目的とした基盤整備にお
いて地域との連携を図る。

現状・課題 アクションプラン

アート
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３－９. ファッション
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【アクション①】ファッションIPの創出

• 日本のファッション関連のIP（ブランド）
は、高い価値を有するものが多いが、利用
されるのは衣類や服飾品の範囲にとどまり、
他産業とのコラボレーションに積極的とは
言えない。

• 中国では、 「ファッションIPランキン
グ」の作成など、ファッションIPの活用が
進んでおり、ファッションIPを通したマネ
タイズに強い関心が向けられている。

• ブランドのロゴやマークと海外のトレンドを掛
け合わせることにより、日本発ブランドを広く
認知させることにより、ブランドへの興味と価
値を高め、ファッションブランドと世界的に有
名なキャラクター、アーティスト、インフルエ
ンサー、コスメなど他産業のIPとコラボするこ
とを目指す業界の取組を支援する。

• 地球規模での環境への配慮やデジタル技術との
融合、伝統技法の利活用や高付加価値化により
価格が高く手が出せなくなったブランドと、中
低価格帯で地域密着型の店舗展開をし、幅広い
層やライフスタイルに対応したファストファッ
ションをコラボさせることにより、多くの顧客
に購入・知ってもらい、高付加価値化されたブ
ランドへの興味・購買意欲に繋げるための業界
の取組を支援する。

現状・課題 アクションプラン

ファッション
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【アクション②】衣料品の輸出拡大のためのブランド育成

現状・課題

• 日本から輸出される繊維製品は、製品（衣料品）に比べてテキスタイル製品（生地）の比率が大きく、諸
外国の輸出品の構成に差異があるため、高品質な産地のテキスタイルを用いて、ファッションデザインの
力により高付加価値化した衣料品の国内ブランドの創出と、輸出振興が課題である。

• 特に、若手のファッションデザイナーと産地の距離が遠いことが長年指摘され続けており、マッチングに
課題がある。

• デザイナーズブランドは多くがすでに国内の縫製工場を使っており、最終製品の輸出を増やすには、規模
の大きいアパレル企業の国内発注が必要との指摘がある。

• 90年代以降、メーカー中心に国内消費者の需要に沿った製品展開をし、デザイナーの個性や世界観の表出
によるプロダクトアウト指向の製品展開やデザイナーの育成が不十分だったこと、かつ、メーカーの海外
展開の遅れから、国内向けで製品の差別化がされない大手アパレルとニッチな領域にとどまるデザイナー
ズブランドの二極化を招いてしまったとの指摘がある。

ファッション
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アクションプラン

• アパレル業界と連携しながら、産地の高付加価値化を行うことができるファッションクリエイターやチー
ム等に対して、「エンタメ・スタートアップ事業化支援事業」の枠組みにおいてその事業化を支援し、ま
た、産地の企業の事業の適正化支援に繋がるよう、日本のアパレルやデザイナーと結びつける。

• 継続的な産地の高付加価値化の取り組みとして、日本各地の繊維産地とデザイナーを直接つなぐような企
画を実施するとともに、日本各地の繊維産業と若手ファッションデザイナーのマッチングを支援する人材
を育成し、産地の協同組合とも顔の見える関係を構築することで、繊維産業のサプライチェーン全体とし
て日本発のファッションデザイナーを支える仕組みを創出する。

【アクション②】衣料品の輸出拡大のためのブランド育成ファッション
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【アクション③】伝統技法と現代ファッションの融合

• 2010年以降、グローバル化の進展に対し、逆に世界
各地のローカルに根ざす独自の文化や伝統工芸・技術
が注目され、新しいラグジュアリー概念の要素とされ
ている。

• 少子高齢化に伴い、技術者の高齢化や後継者不足が深
刻化している中、日本の伝統的な技法の継承が課題。

• ファッションに、例えば、泥染め（奄美大島）、黒紋
付染（京都・名古屋）、有松絞り（有松）などの伝統
技法を取り入れることで、伝統技法の継承・発展によ
り高付加価値化を生み出し、海外での人気が高い唯一
無二のファッションを創出するブランドも存在。

• 新しい世代のための伝統技術の継承・発展により、グ
ローバル市場における新しいラグジュアリー概念を
アップデートすることで、ブランドの差別化や競争力
強化を創出していく必要がある。

• 職人の手仕事によって生まれる独自性とデザイ
ナーのアイデアが融合することで高付加価値の製
品を生み出すため、産地にオープンファクトリー
を増やし、ファッションブランドやデザイナーと
伝統技法の職人との接点を増やす。また、伝統技
術を次世代に受け継ぎながら、最新のデザインや
制作技術を取り入れることも重要であり、若い世
代に伝統技術の価値を伝える教育プログラムやイ
ンターンシップなどの設置をファッションデザイ
ン教育機関に働きかける。

現状・課題 アクションプラン

ファッション
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【アクション④】チームビルディングの重要性

• デザイナーがマーチャンダイジング（MD）、
PR、セールス等すべて一人で行うことは限
界があるが、近年、デジタル、サステナビリ
ティ、ファッションローなどファッションに
おいて求められることが更に複雑化し、デザ
イナー一人で行うことは不可能になっている。

• デザイナーが創作に専念できるよう、デザイ
ナーとデザイナー以外のチームビルディング
がブランドを成長させるために重要である。

• 「エンタメスタートアップ事業化支援事業」の
枠組みにおいて、ファッションデザイナーを中
心としたチームによる事業化に焦点を当てて事
業化を支援し、重要性の普及啓発を行う。

• デザイナーの他に、PR（パブリック・リレー
ション）/プレス、MD（マーチャンダイザー）、
VMD（ヴィジュアル・マーチャンダイザー）、
営業など、ファッションブランドをマーケティ
ングしていくにあたり必要となるチーム構成を
示し、チームビルディングを構成するための
ネットワークプラットフォーム構築を支援する。

現状・課題 アクションプラン

ファッション
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【アクション⑤】先端技術の積極的な導入による効率化と発展

• ファッションにおけるマーケティングの高度
化や、デザイン制作工程の効率化等を目的と
して、先端技術の導入が進んでいる。

• 文化服装学園をはじめ、ファッションビジネ
スにおける効率化等の様々な領域に対し、先
端技術の導入に積極的な教育機関も増加して
いる。

• ファッションにおける先端技術の活用について、 
「エンタメ・スタートアップ事業化支援事業」
の枠組みも利用しながら、先端技術の活用方法
のレクチャーを支援や、官民連携のプラット
フォームを構築していく。

• 先端技術をファッションデザイン教育機関のカ
リキュラムに取り入れ、壁打ち相手にデザイン
のパターンを制作する、グローバルEC等海外で
小売を行うためのファッションテックの知見も
積極的に導入し、創造性を育み世界で評価され
るデザインを創出するデザイナーを育て、海外
で展開するための業界の取組を支援する。

現状・課題 アクションプラン

ファッション
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３－１０. 「みる」スポーツ
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【アクション①】海外展開の推進

現状・課題

• 余暇の選択肢の増加、若年層の「みる」文化の変化、少子高齢化・人口減少が進む中でクラブ・リーグが
更なる収益を上げ、「みる」スポーツを拡大させていくためには、コアファンだけでなく、国内外のライ
トファンや新たなファンを獲得していくことが重要。

• 海外現地での競技人気、日本のリーグ・チームや所属選手の人気の高まり等の機会を捉えて海外需要を獲
得することで、インバウンドの拡大にもつなげることが期待される。

• こうした流れを形成するためには、現地の嗜好を踏まえた取組により「みる」スポーツに対する認知・関
心の向上を図ることが重要である。

• 国・地域ごとの需要動向等のデータやニーズ等に基づいて戦略的に取り組む必要があるが、現地での情報
収集や相談体制にも課題がある。

• 海外展開に取り組むための人材やノウハウ、資金の不足も課題であり、海外展開への投資は、国内での取
組に比べて劣後する傾向。新たなファン層の獲得・拡大に向けた戦略的な海外展開の推進を可能とするビ
ジネスモデルの構築が求められている。

「みる」スポーツ
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アクションプラン

• 2030年までに訪日外国人旅行者（スポーツ観戦）の倍増（100万人超）を目指し、業界の海
外展開の取組を支援する。具体的には、リーグやクラブが、海外現地の競技人気も踏まえなが
ら、リーグや選手の人気の高まり等の機会を捉えて、海外需要の獲得に取り組み、多様なファ
ンの獲得を進めるにあたり、現地のニーズや嗜好に合わせたスポーツエンタメ・コンテンツの
ローカライズやプロモーション等を支援するほか、増加トレンドにあるインバウンド集客を逃
さぬよう、試合会場での海外観戦客の受け入れ体制強化等を支援する。

• リーグ・クラブのニーズを踏まえ、海外現地情報の収集等を支援する。

• ビジネスモデルの構築に向けて、リーグ・クラブと海外企業や現地に進出している日系企業等
のネットワーク構築の機会創出等を支援する。

【アクション①】海外展開の推進「みる」スポーツ



92

【アクション②】スポーツ産業の成長に向けた環境整備

• 「みる」スポーツの発展のためには、観戦を主目的
としない来場者を増やし、地域の方々を取り込んで
いくことが重要である。

• 特にリーグ・クラブの事業拡大に向けては、事業部
経営への投資は重要であるが、人材不足が課題との
声も多い。経営・マネジメント層を含むフロント人
材への投資や多様な人材の活用、新たなプロジェク
ト等を通じた若手人材育成とともに、働く環境の整
備、待遇の改善等も重要である。

• リーグ・クラブと企業の共創が一層推進されること
で、企業課題や社会課題の解決にスポーツを活用で
きる可能性がある。人材やノウハウの不足等の課題
も存在するが、リーグ・クラブと企業双方の理解醸
成も重要である。

• 海外展開支援等を通じて、リーグ・クラブにお
ける多様な人材の活用の推進等を後押ししてい
く。

• スポーツの持つ強みや企業がスポーツを活用で
きる可能性等について整理・情報発信する。ま
た、官民連携して、リーグ・クラブ及び企業双
方の理解醸成を図りながら、パートナー企業と
の共創に向けて取り組んでいく。

現状・課題 アクションプラン

「みる」スポーツ
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【アクション③】スポーツ×他のIP・ファンダム（アニメ・漫画・音楽など
他のエンタメ・クリエイティブ産業）による市場獲得

• アニメ・漫画、音楽、ゲームなど他のエンタメ・クリエイ
ティブ産業と、「みる」スポーツの親和性は高い。

• 試合前後のイベント・演出やプロモーション等において、
様々なエンタメとの連携が進みつつある。他のIP・ファンダ
ムの強みと連携し、「みる」スポーツの認知度や関心の向上
を図り、国内外の多様なファンを取り込むことが重要である。

• 海外では、国や地域によりIPライセンス保有者が異なるなど、
国内以上に様々な調整や戦略的な取組が必要になるが、日本
のコンテンツのIPと連携して海外展開に取り組むことは有用。

• 試合日・非試合日にかかわらず、地域を盛り上げるイベント
や魅力的なコンテンツとして、スポーツ×他のIP・ファンダ
ムによる新たな取組の可能性は十分にある。

• 人材不足等の課題に対しては、少しずつ取組を創出すること
で、人材を育んでいくことも重要である。

• リーグ・クラブが中心となり、スポーツと他
のIP・ファンダムとのタイアップやコラボ
レーションの一層の推進や、スポーツを交え
た新たなエンタメコンテンツの可能性を検討
していくことにあわせ、スポーツエンタメ・
コンテンツの海外展開支援を行うなど、業界
の取組を支援する。

現状・課題 アクションプラン

「みる」スポーツ
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【アクション④】スポーツを通じた地域経済活性化・地方創生

• 地方でのスポーツ興行やイベントは、地域内外での多
くの人流を生み、他産業も含めた観光需要の創出など
地方創生に寄与するものである。

• ホスピタリティサービスの拡大など、海外訪日客の観
戦促進や地方への呼び込みのコンテンツの一つとして
も有望である。スポーツと、漫画・アニメなど他のエ
ンタメ、食文化や観光資源等の地域資源との連携も図
り、自治体とも連携しながら、国内の観光需要やイン
バウンド需要の拡大につなげていくことが重要である。

• さらに、クラブは、パートナー企業など多様なステー
クホルダーとの関係を有する。その強みを活かし、地
域のハブとして、地方創生や地域課題の解決に資する
取組の拡大も期待される

現状・課題 アクションプラン

「みる」スポーツ

• リーグ・クラブが中心となり、他の地域資源
との連携や日本のスポーツを観戦しやすい環
境整備等に取り組むこととあわせ、会場での
海外ファンの受入れ体制の整備等を支援する
など、業界の取組を後押しする。

• リーグ・クラブとパートナー企業による地域
課題解決に資する共創の取組拡大に向けて、
リーグ・クラブと企業の連携可能性等につい
て情報発信を行い、理解醸成を図る。



95

３－１１. 海外展開に向けた共通アクション



〇戦略的に展開する国について、各事業分野の動向を踏まえて、官民で議論し、政府間・関係企業と共有する。
この考え方により、海外におけるファン層の開拓と拡大の観点から、これまでのJLOX＋の拡充を目指すとと
もに、見直しを図る。加えて、経済産業省が関係する表彰においては、必要に応じて、海外市場の獲得を目
指すクリエイターに対して、授与する方向で見直しを図る。

〇JETROにおいて、戦略国に関して、当該国におけるマクロ経済の情勢、当該国におけるエンタメ・クリエイ
ティブ産業とのネットワーキング、主要イベントの特定や参加支援、事業参入や事業実施に関する手続きの
分析などを行い、政府間・関係企業と共有する。また、エンタメ・クリエイティブに関係する国の機関と連
携を行い、「エンタメ・クリエイティブ産業国際共創ネットワーク」（仮称）を構築に向けて、海外におけ
る支援の枠組みを検討する。

〇国家間において枠組み（MOC等）を設けることにより、共同プロジェクトや参入が進む場合には、官民に
おいて、積極的に検討し推進する。また、日本のエンタメ・クリエイティブ作品やエンタメ・クリエイティ
ブ産業に対する誤った理解や指摘があれば、これを是正する取り組みを実施する。
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